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(57) ADStract: A lean fuel sucking gas turbine
i s provided with: a compressor (1) which com
presses working gas (Gl) with varying fuel
concentration at a combustible concentration
limit or lower to generate compressed gas (G2);
a catalytic combustor (2) which burns the com
pressed gas (G2) by a catalytic reaction; a tur
bine (3) which i s driven by combustion gas
(G3) fi"om the catalytic combustor (2); a heat
exchanger (6) which heats the compressed gas
(G2) introduced from the compressor (1) to the
catalytic combustor (2) by exhaust gas (G4)
fi"om the turbine (3); a heat exchange bypass
valve (40) which causes the inlet side and the
outlet side of the compressed gas (G2) of the
heat exchanger (6) to communicate with each
other; and a first catalyst outlet temperature
control unit (47) which opens the heat ex
change bypass valve (40) when the outlet tem
perature of the catalytic combustor (2) reaches
an outlet prescribed value or more.

(57) 要約： 燃料濃度の変動する作動ガ
4 1 Control device ス （G 1 ) を可燃濃度限界以下で圧縮
AA Exhaust gas して圧縮ガス （G 2 ) を生成する圧縮

機 （1 ) と、圧縮ガス （G 2 ) を触媒
反応 に よ リ燃焼 させ る触 媒燃 焼器

( 2 ) と、触媒燃焼器 （2 ) か らの燃焼ガス （G 3 ) によ り駆動 され るター ビン （3 ) と、ター ビン
( 3 ) からの排ガス （G 4 ) によって圧縮機 （1 ) か ら触媒燃焼器 （2 ) に導入される圧縮ガス （G 2 )

を加熱する熱交換器 （6 ) と、熱交換器 （6 ) における圧縮ガス （G 2 ) の入口側と出口側とを連通させ
る熱交バイパス弁 （4 0 ) と、触媒燃焼器 （2 ) の出口温度が出口規定値以上になったとき熱交バイパス
弁 （4 0 ) を開く第 1 触媒出口温度制御部 （4 7 ) とを備えている。
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明 細 書

発明の名称 ：希薄燃料吸入ガスタービン

関連出願

[0001 ] この出願は、 2 0 1 1 年 1 2 月 5 日出願の特願 2 0 1 1 _ 2 6 5 5 2 2 の

優先権を主張するものであり、その全体を参照により本願の一部をなすもの

として引用する。

技術分野

[0002] 本発明は、炭鉱や埋立地で発生するメタンガスのような、燃料濃度の変化

する低力口リ一ガスを、圧縮機での圧縮によつて着火 しないように可燃限界

濃度以下の混合気として、エンジンに吸入 し、含まれている可燃成分を燃料

として利用する、希薄燃料吸入ガスタービンに関する。

背景技術

[0003] 一般に、希薄燃料吸入ガスタービンでは、燃料を含む可燃限界濃度以下の

作動ガスが圧縮機で圧縮され、この圧縮ガスが触媒燃焼器によつて燃焼され

たのち、タ一ビンに供給されてタ一ビンが駆動する。圧縮機から触媒燃焼器

に導入される圧縮ガスは、タービンからの排ガスを利用 した熱交換器により

加熱される （例えば、特許文献 1 ) 。

[0004] この種の希薄燃料吸入ガスタ一ビンの燃料として、炭鉱から排出されるV

A M (Vent はat i on A i r Methane ；炭鉱通気メタン）とC M M (Coa L Mi ne Met

hane ；炭鉱メタン）とを、混合 した作動ガスを利用 したものがある。 V A M は

燃料濃度が低 く （メタン濃度 1 % 未満）、変動幅は小さいが、 C M M は燃料

濃度が高 く （メタン濃度 1 0 ~ 3 0 % ) 、変動幅が大きい。 C M M燃料濃度

の変動によってガスタービン吸気である作動ガスの燃料濃度、すなわち、触

媒燃焼器に吸入される圧縮ガスの燃料濃度が高 くなると、触媒燃焼器が焼損

する可能性があり、逆に、燃料濃度が低 くなると、触媒燃焼器で失火する可

能性がある。

[0005] また、希薄燃料吸入ガスタービンでは、通常、低負荷状態に置いて触媒入



口温度を一定とするために、エンジンの回転数を低くして吸気流量を少なく

することで、排気温度、すなわち熱交換器入口温度が下がらないように制御

している。しかしながら、負荷が変動した場合、C M M燃料制御弁の動作遅

れゃ熱交換器および触媒燃焼器の反応遅れにより、制御動作がC M M燃料濃

度の変動や負荷変動に追随できず、燃料濃度や熱交換器入口温度が高くなり

過ぎた場合は触媒燃焼器が焼損する可能性が高くなり、低くなつた場合は触

媒燃焼器が失火する可能性が高くなる。

先行技術文献

特許文献
[0006] 特許文献1 ：特許第4 7 5 9 5 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] その対策として、従来、触媒燃焼器の焼損に対しては、触媒出口温度が所

定の値を超えた場合に燃料供給を停止してガスタ一ビンエンジンの運転を停

止していた。また、触媒燃焼器の失火に対しては、触媒出口と入口の温度差

が所定の値を下回った場合に、燃料供給を停止してガスタービンェンジンの

運転を停止していた。しかしながら、この対策では、C M M燃料濃度や負荷

が頻繁に変動する場合、ガスタービンエンジンの停止が頻発して安定的な操

業が困難であった。

[0008] そこで、本発明の目的は、上記の課題を解決するために、燃料濃度および

負荷の変動時においても触媒燃焼器の焼損および失火を回避して安定的に運

転することが可能な希薄燃料吸入ガスタービンを提供することにある。

課題を解決するための手段
[0009] 上記目的を達成するために、本発明に係る希薄燃料吸入ガスタービンは、

燃料濃度の変動する作動ガスを可燃濃度限界以下で圧縮して圧縮ガスを生成

する圧縮機と、前記圧縮ガスを触媒反応により燃焼させる触媒燃焼器と、前

記触媒燃焼器からの燃焼ガスにより駆動されるタービンと、前記タ一ビンか



らの排 ガスによ って前記圧縮機 か ら触媒燃焼器 に導 入 され る圧縮 ガスを加熱

す る熱交換器 と、前記熱交換器 における圧縮 ガスの入 口側 と出 口側 とを連通

させ る熱交バ イパ ス弁 と、前記触媒燃焼器 の出 口温度 が出 口規 定値以上 にな

つた とき前記熱交バ イパ ス弁 を開 く第 1 触媒 出 口温度制御部 とを備 えている

[001 0] この構成 によれ ば、触媒 出 口温度計 が規 定値以上 とな った場合 に、熱交バ

ィパ ス弁 を開いて触媒入 口温度 を下 げる ことで触媒燃焼器 の焼損 を防止す る

。 また、触媒 出 口温度計 が規 定値未満 とな った場合、熱交バ イパ ス弁 を閉 じ

て触媒入 口温度 を上 げる ことで触媒燃焼器 の失火 を防止で きる。 これ によ り

、燃料濃度 および負荷 の変動時 において も触媒燃焼器 の焼損 および失火 を回

避 して安定的 に運転 す る ことがで きる。

[001 1] 本 発 明 において、 さ らに、前記触媒燃焼器 の出 口温度 が出 口規 定値以上 に

な った とき、前記作動 ガスの燃料濃度 を低 下 させ る濃度調節部 を備 える こと

が好 ま しい。 この構成 によれ ば、濃度調節部 と熱交バ イパ ス弁 の制御 を組み

合わせ る ことで、 よ り効果 的 に、触媒燃焼器 の焼損 を防止す る ことがで きる

[001 2] 本 発 明 において、 さ らに、前記熱交バ イパ ス弁 が開いている状態 で前記触

媒燃焼器 の入 口温度 が入 口規 定値以下 にな った とき、前記熱交バ イパ ス弁 を

閉 じる触媒入 口温度制御部 を備 える ことが好 ま しい。 この構成 によれ ば、触

媒入 口温度計 が規 定値以下 とな った ときに、熱交バ イパ ス弁 を閉 じて触媒入

口温度 を上 げる ことで、触媒燃焼器 の失火 をよ り効果 的 に防止す る ことがで

きる。

[001 3] 本 発 明 において、前記作動 ガスは燃料濃度 の異 な る複数 の燃料 ガスが混合

された ものであ り、前記触媒燃焼器 の出 口温度 が出 口規 定値以上 にな った と

き、燃料濃度 の濃 い方 の 1 つ以上 の燃料 の供給量 を抑制 す る第 2 触媒 出 口温

度制御部 を備 える ことが好 ま しい。 この構成 によれ ば、燃料濃度 の異 な る複

数 の燃料 ガスが混合 された場合 で も、燃料濃度 の濃 い 1 つ以上 の燃料 の供給

量 を抑制 す る ことで、容易 に、触媒燃焼器 の焼損 を防止で きる。



[0014] 本発 明において、前記作動 ガスは炭鉱通気 メタンガス （V A M ) と炭鉱 メ

タンガス （C M M ) との混合気であることが好 ま しい。 この構成 によれば、

V A M とC M M の大気放 出防止 と、燃料 と しての有効利用 を達成 することが

で きる。

[001 5] 請 求の範 囲および または明細書 および または図面 に開示 された少な く

とも 2 つの構成 の どのような組合せ も、本発明に含 まれ る。特 に、請求の範

囲の各請求項 の 2 つ以上の どのような組合せ も、本発明に含 まれ る。

図面の簡単な説明

[001 6] この発明は、添付の図面 を参考 に した以下の好適な実施形態の説明か らよ

り明瞭 に理解 され るであ ろう。 しか しなが ら、実施形態 および図面 は単なる

図示 および説明のためのものであ り、 この発明の範 囲を定め るため に利用 さ

れ るべ きものではない。 この発明の範 囲は添付の請求の範 囲によって定 まる

。添付図面 において、複数 の図面 における同一の部 品番号 は、 同一 または相

当部分 を示す。

[ 図 1] 本発 明の一実施形態 に係 る希薄燃料吸入 ガスター ビンの概 略構成 を示す

プロック図である。

[ 図 2 ] 図 1 のガスター ビンの制御装置の概 略構成 を示す プロック図である。

発明を実施するための形態

[001 7] 以 下、本発明の好 ま しい実施形態 を図面 に基づいて説明する。 図 1 は本発

明の一実施形態 にかかる希薄燃料吸入 ガスター ビンG T を示す概 略構成 図で

ある。 このガスター ビンG T は、圧縮機 し 白金やパ ラジウムな どの触媒 を

含む触媒燃焼器 2 、 および ター ビン 3 を有 している。 このガスター ビンG T

によ り発電機 4 が駆動 され る。

[001 8] ガスター ビンG T で用いる低 カロ リーガス と しては、例 えば、炭鉱 で発生

する V A M と、 これ よ りも可燃成分 （メタン）濃度 が高い C M M のような、

2 種類 の相異 なる燃料濃度 の燃料 ガスを混合 して得 られた作動 ガス G であ

り、 この作動 ガス G 1 は炭鉱 の状態 によって燃料濃度 が大 き く変動する。作

動 ガス G はガスター ビンG T の吸気入 口に導入 されて、圧縮機 1 で圧縮 さ



れ、 その高圧の圧縮 ガスG 2 が触媒燃焼器 2 に送 られる。 この圧縮 ガスG 2

が触媒燃焼器 2 の白金やパ ラジゥ厶な どの触媒 による触媒反応 によつて燃焼

され、 これによ り発生する高温 高圧の燃焼 ガスG 3 がター ビン 3 に供給 さ

れて、 ター ビン 3 を駆動する。 ター ビン 3 は圧縮機 1 に回転軸 5 を介 して連

結 され、 このター ビン 3 によ り圧縮機 1 が駆動 される。 このように して、 ガ

スター ビンG T および発電機 4 を含む発電装置 5 0 が構成 されている。

[001 9] ガスター ビンG T の排気通路 2 3 には熱交換器 6 が設 け られている。 この

熱交換器 6 は、 タ一 ビン 3 か らの排 ガスG 4 によつて圧縮機 1 か ら触媒燃焼

器 2 に導入される圧縮 ガスG 2 を加熱する。

[0020] ガスタ一 ビンG T への燃料供給系統 は、 メタン濃度の低 い （1 % 未満、通

常 0 . 5 % 程度） V A M に、 これよ りもメタン濃度の高い （通常 2 0 ~ 3 0

% ) C M M を適量混合 して圧縮機 1 に供給する。具体的には、燃料供給系統

は、 V A M供給源 1 1 か ら圧縮機 1 に接続する燃料主供給路 1 3 と、 C M M

供給源 1 5 か ら後述する各種の弁 を介 して主供給路 1 3 に連通する燃料副供

給路 1 7 を有 している。燃料副供給路 1 7 か ら燃料主供給路 1 3 への C M M

の混合は、燃料主供給路 1 3 の中途 に設 け られた混合器 1 9 によって行われ

る。

[0021 ] 燃料副供給路 1 7 には、 C M M燃料の流量 を調節するC M M燃料制御弁 2

7 が設 け られてお り、燃料副供給路 1 7 におけるC M M燃料制御弁 2 7 の上

流側 には、 C M M燃料の流通 を遮断する燃料遮断弁 3 3 が設 け られている。

C M M燃料制御弁 2 7 は、作動 ガスG の燃料濃度 を調節する濃度調節部 を

形成する。

[0022] 圧縮機 1 と熱交換器 6 とを接続する圧縮 ガス入 口通路 2 5 と、熱交換器 6

と触媒燃焼器 2 とを接続する圧縮 ガス出口通路 2 9 とを連通 させるバイパス

通路 3 が設 け られ、バイパス通路 3 に熱交バイパス弁 4 0 が設 け られて

いる。熱交バイパス弁 4 0 の詳細は後述する。 また、触媒燃焼器 2 の入 口お

よび出口にそれぞれ触媒入 口温度計 3 5 および触媒出口温度計 3 7 が設 け ら

れている。



[0023] 触媒入口温度計 3 5 および触媒出口温度計 3 7 で検出された各温度値は、

制御装置 4 に送られる。また、発電機 4 の発電出力値も制御装置 4 に送

られる。制御装置 4 1 は、これらの入力値に基づいて、C M M燃料制御弁 2

7 、燃料遮断弁 3 3 、第 1燃料制御弁 2 7 および熱交バイパス弁 4 0 を調整

することにより、触媒燃焼器 2 の入口に供給する圧縮ガスG の温度を制御

する。

[0024] 次に、制御装置 4 1 の具体的な制御ロジックを説明する。図 2 に示すよう

に、制御装置 4 1 は、発電機 4 の負荷 Pから最適な触媒入口温度 T を設定す

る触媒入口温度設定部 4 3 、設定された最適触媒入口温度 T と触媒入口温度

計 3 5 の計測値 T i とから熱交バイパス弁 4 0 の制御を行う触媒入口温度制

御部 4 5 、触媒出口温度計 3 7 の計測値 T o に基づいて熱交バイパス弁 4 0

の温度制御を行う第 1触媒出口温度制御部 4 7 、発電機 4 の負荷 P に応 じて

C M M燃料制御弁 2 7 の制御を行う電力制御部 4 9 、および触媒出口温度計

3 7 の計測値 T o に基づいてC M M燃料制御弁 2 7 の制御を行う第 2 触媒出

口温度制御部 5 を有 している。制御装置 4 はさらに、熱交バイパス弁 4

0 の制御モ一 ドを触媒入口温度制御または第 1触媒出口温度制御に切 り替え

るパイパス弁切替スィツチ 5 3 、およびC M M燃料制御弁 2 7 の制御モ一 ド

を電力制御または第 2 触媒出口温度制御に切 り替える燃料制御弁切替スィッ

チ 5 5 が設けられている。

[0025] まず、通常時の制御について説明する。通常時の熱交バイパス弁 4 0 は、

触媒入口温度制御によって行われる。すなわち、パイパス弁切替スィッチ 5

3 は触媒入口温度制御部 4 5 側に切 り替えられている。具体的には、触媒が

安定 して反応できる温度となるように触媒入口温度計 3 5 の計測値に応 じて

熱交バイパス弁 4 0 を調整する。触媒が安定 して反応できる温度は、負荷で

ある発電出力、すなわち燃料濃度により異なるので、触媒入口温度設定部 4

3 が発電出力の計測値 Pから最適な触媒入口温度設定値 T を演算 し、熱交バ

ィパス弁 4 0 による触媒温度入口制御の設定値とする。触媒入口温度計 3 5

の計測値 Τ ί がこの最適触媒入口温度 Τ に近づくように、触媒入口温度制御



部 4 5 により熱交バイパス弁 4 0 が調整される。

[0026] 通常時のC M M燃料制御弁 2 7 は、電力制御によって行われる。すなわち

、燃料制御弁切替スィツチ 5 5 は電力制御部 4 9 側に切 り替えられている。

具体的には、発電機 4 の負荷 P に応 じて最適な回転数となるように、電力制

御部 4 9 によりC M M燃料制御弁 2 7 が調整される。

[0027] ガスタービンの始動を含めた運転状態において、C M M燃料濃度が急に高

くなったり、エンジン回転数を変化させている状態で図 1 の作動ガスG の

燃料濃度ゃ排ガスG 4 の温度 （排気温度）が高くなり過ぎたりする等の要因

から、図 2 の触媒出口温度計 3 7 の計測値 T o が触媒耐熱温度以上となった

場合、熱交バイパス弁 4 0 およびC M M燃料制御弁 2 7 はそれぞれ次のよう

な制御を行う。

[0028] パイパス弁切替スィツチ 5 3 を第 1触媒出口温度制御部 4 7 側に切 り替え

て、熱交バイパス弁 4 0 の制御モー ドを、触媒出口温度制御とする。具体的

には、第 1触媒出口温度制御部 4 7 により、熱交バイパス弁 4 0 が開けられ

、図 1 のバイパス通路 3 を介 して圧縮ガス入口通路 2 5 と圧縮ガス出口通

路 2 9 とを連通させることによりバイパスする。これにより、熱交換器 6 を

通過 して昇温された圧縮ガスG 2 に、熱交換器 6 を通過する前の低温の圧縮

ガスG 2 が混合されて、触媒燃焼器 2 に導入される圧縮ガスG 2 の温度、す

なわち触媒入口温度計 3 5 の温度が下がる。その結果、触媒出口温度計 3 7

の温度も低下する。触媒出口温度計 3 7 の計測値 T o が触媒耐熱温度以下に

なると、図 2 の第 1触媒出口温度制御部 4 7 により熱交バイパス弁 4 0 が閉

じられる。触媒耐熱温度は、例えば 9 5 0 °C程度で、最適な触媒出口温度は

、例えば、 7 0 0 ~ 9 0 0 °C程度である。

[0029] 同時に、燃料制御弁切替スィツチ 5 5 を第 2 触媒出口温度制御部 5 側に

切 り替えて、C M M燃料制御弁 2 7 の制御モー ドを、触媒出口温度制御とす

る。具体的には、第 2 触媒出口温度制御部 5 1 により、C M M燃料制御弁 2

7 が閉められ、図 1 のガスタービンG T に供給される作動ガスG 1 のメタン

濃度が下がる結果、触媒出口温度計 3 7 の温度が低下する。触媒出口温度計



3 7 の計測値 T o が触媒耐熱温度以下になると、図 2 の第 2 触媒出口温度制

御部 5 1 によりC M M燃料制御弁 2 7 が開けられる。 この実施形態では、熱

交バイパス弁 4 0 とC M M燃料制御弁 2 7 の両方を同時に制御することで、

触媒出口温度 を低下させているが、 C M M燃料制御弁 2 7 の制御 を省略 して

、熱交バイパス弁 4 0 の制御だけと してもよい。

[0030] また、 ガスター ビンの始動時を含めた運転状態 （熱交バイパス弁 4 0 開放

) において、 C M M燃料濃度が急に低 くなつた り、エンジン回転数 を変化さ

せているときに図 1 の作動ガスG の燃料濃度ゃ排 ガスG 4 の温度が低 くな

り過 ぎた りする等の要因か ら、触媒入口温度計 3 5 の計測値 Τ ί が触媒反応

できない低温度 となった場合、熱交バイパス弁 4 0 は次のような制御 を行 う

[0031 ] 図 2 のパイパス弁切替スィッチ 5 3 を触媒入口温度制御部 4 5 側 に切 り替

えて、熱交バイパス弁 4 0 の制御モー ドを、触媒入口温度制御 とする。具体

的には、触媒入口温度制御部 4 5 により、熱交バイパス弁 4 0 が閉 じられ、

触媒入口温度計 3 5 の温度が上がる。 これにより、触媒入口温度計 3 5 の計

測値 Τ ί が触媒反応可能な温度 になる。最適な触媒入口温度 Τ は、例えば、

4 0 0 °C程度である。なお、触媒入口温度制御部 4 5 を省略 して、触媒燃焼

器 2 の出口温度 T o が出口規定値 よりも低い規定値以下 となったとき熱交バ

ィパス弁 4 0 を閉 じてもよい。

[0032] 上記構成 において、図 1 の触媒出口温度計 3 7 の計測値 T o が触媒耐熱温

度以上 となった場合、熱交バイパス弁 4 0 を開いて触媒入口温度 を下げるこ

とで触媒燃焼器 2 の焼損が防止される。 また、触媒入口温度計 3 5 の計測値

Τ ί が触媒反応できない温度 となった場合、熱交バイパス弁 4 0 を閉 じて触

媒入口温度 を上げることで触媒燃焼器 2 の失火が防止される。 これにより、

C M M濃度および負荷の変動時においても触媒燃焼器 2 の焼損および失火を

回避 してガスター ビンG T を安定的に運転することが可能 となる。

[0033] さ らに、触媒出口温度計 3 7 の計測値 T o が触媒耐熱温度以上 となった場

合、 C M M燃料制御弁 2 7 を閉 じることで、作動ガスG 1 のメタン濃度 を下



げて、触媒燃焼器 2 の焼損をより効果的に防止することができる。このよう

に、燃料濃度の濃いC M Mの供給量のみを抑制することで、容易に、触媒燃

焼器 2 の焼損を防止できる。

[0034] さらに、作動ガスG 1 として、 V A M とC M M とを使用 しているので、 V

A M とC M Mの大気放出を防止するとともに、燃料としての有効利用を達成

することができる。

[0035] なお、作動ガスG 1 は、 3 種類以上の燃料ガス、例えば、 V A M、 C M M

および天然ガスを混合 したものでもよく、要するに燃料濃度が変動する空気

と燃料の混合気である。 3 つ以上の場合、触媒出口温度 T o が触媒耐熱温度

以上となった場合、濃い方の 1 つ以上の燃料ガスの供給量を抑制するように

制御する。

[0036] 以上のとおり、図面を参照 しながら本発明の好適な実施形態を説明 したが

、本発明の趣旨を逸脱 しない範囲内で、種々の追加、変更または削除が可能

である。 したがって、そのようなものも本発明の範囲内に含まれる。

符号の説明
[0037] 圧縮機

触媒燃焼器

3 タ一ビン

発電機

6 熱交換器

2 7 C M M燃料制御弁 （濃度調節部）

3 5 触媒入口温度計

3 7 触媒出口温度計

4 0 熱交バイパス弁

制御装置

5 触媒入口温度制御部

4 7 第 1触媒出口温度制御部

5 第 2 触媒出口温度制御部



G T 希薄燃料吸入ガスター ビン

G 作動 ガス

圧縮 ガス

G 3 燃焼 ガス

G 4 排 ガス



請求の範囲

燃料濃度の変動する作動 ガスを可燃濃度限界以下で圧縮 して圧縮 ガ

スを生成する圧縮機 と、

前記圧縮 ガスを触媒反応 によ り燃焼 させる触媒燃焼器 と、

前記触媒燃焼器か らの燃焼 ガスによ り駆動 されるタ一 ビンと、

前記 タ一 ビンか らの排 ガスによつて前記圧縮機 か ら触媒燃焼器 に導

入される圧縮 ガスを加熱する熱交換器 と、

前記熱交換器 における圧縮 ガスの入 口側 と出口側 とを連通 させる熱

交バイパス弁 と、

前記触媒燃焼器の出口温度が出口規定値以上 にな った とき前記熱交

バイパス弁 を開 く第 1 触媒出口温度制御部 と、

を備 えた希薄燃料吸入ガスター ビン。

請求項 1 において、 さ らに、前記触媒燃焼器の出口温度が出口規定

値以上 にな った とき、前記作動 ガスの燃料濃度 を低下させる濃度調節

部 を備 えた希薄燃料吸入ガスタ一 ビン。

請求項 1 において、 さ らに、前記熱交バイパス弁が開いている状態

で前記触媒燃焼器の入 口温度が入 口規定値以下にな った とき、前記熱

交バイパス弁 を閉 じる触媒入 口温度制御部 を備 えた希薄燃料吸入ガス

タ一 ビン。

請求項 1 において、前記作動 ガスは燃料濃度の異なる複数の燃料 ガ

スが混合 されたものであ り、

前記触媒燃焼器の出口温度が出口規定値以上 にな つた とき、燃料濃

度の濃 い方の 1 つ以上の燃料の供給量 を抑制する第 2 触媒出口温度制

御部 を備 えた希薄燃料吸入ガスタ一 ビン。

請求項 1 において、前記作動 ガスは炭鉱通気メタンガスと炭鉱 メタ

ンガスとの混合気である希薄燃料吸入ガスター ビン。
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